監　視　指　導　グ　ル　ー　プ
予算額　　３８，１１７千円
決算額　　２８，０１１千円

（食中毒発生状況・情報相談対応・違反食品）

　近年、病原性の強い細菌や感染力が強いウイルスによる食中毒が増加していることから、食中毒未然防止のための正しい知識の普及啓発や発生時に的確な対応が図れるよう、平常時から危機管理意識の向上に努めた。
　健康危機事象の発生時には、庁内関係部局との連携強化を図り、迅速な原因究明や二次感染防止対策、再発の防止に努めた。
　このほか、法令に違反する事実が認められた場合には、その食品等が製造、加工、販売されないように速やかに廃棄、回収等の措置を講ずるとともに、必要に応じて営業停止等の処分を行い、その内容について公表した。
　消費者からの食品等に係わる情報や相談の届出に対しては、その都度現場調査等を行い、迅速な対応に努めた。

１　食中毒発生状況
　　健康危機事象の発生時には、営業停止命令等の必要な措置を講じて事故拡大防止を図るとともに、原因を追及し、事後の予防対策の一助とした。
なお、大阪府の食中毒の発生状況は、下表のとおりである。
また、この表には他府県市に原因施設があったもの、及び食中毒と判断しなかったものについての件数等は含まない。

　　食中毒の発生概要は次のとおりである。
	　
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	食中毒発生件数
	9 
	11 
	11

	行政処分件数
	6 
	9 
	        10

	食中毒患者数
	51 
	144 
	       167

	調査実施件数
（疑い事例の調査を含む。）
	203 
	234 
	       265









２　違反食品等の摘発状況
　　法令に違反する事実が認められた場合には、速やかに原因を調査するとともに、違反品の廃棄、回収等の措置を講じた。
なお、違反品が府外で生産、製造、加工等が行われていた場合には、速やかに関係機関に通報した。

　　違反食品等の摘発件数は次のとおりである。
	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	違反食品等摘発件数
	70
	71
	31

	行政処分件数
	1
	3
	1

	調査実施件数＊１
	152
	162
	125

	探知の経路
	監視によるもの
	3
	0
	0

	
	検査によるもの
	3
	10
	2

	
	届出によるもの
	77
	81
	75

	
	他県＊２等からの通知によるもの
	69
	71
	48


＊1　大阪府域（大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市及び東大阪市を除く。）で発見されたもの
　＊2　国、他自治体、庁内他課（食品衛生担当以外）等を含む

　  上表のうち令和６年度に行政処分を行った違反食品等は次のとおりである。
	措置月
	名　称
	違反の内容
	措置状況
	備考

	７月
	ねぎ
	食品衛生法第13条第２項違反
・アトラジンを0.03ppm検出
[基準値：0.02ppm]
	輸入者に回収命令
	国のモニタリング検査により発見




３　食品情報・相談処理状況
　　消費者からの食品衛生上の各種情報・相談について、必要に応じて調査や関係機関への通報等を行い、円滑な対応に努めた。

　　処理件数は次のとおりである。
	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	情報相談処理件数
	764
	847
	992

	



内訳
	腐敗・変敗
	10
	９
	10

	
	カビ
	10
	19
	21

	
	異味・異臭
	22
	45
	27

	
	変色・変質
	6
	4
	11

	
	異物混入
	145
	151
	150

	
	有症事例
	315
	353
	483

	
	その他
	256
	266
	290


· 電話での軽易な内容の問い合わせは計上せず。

４　自主回収の届出の処理状況
　　食品衛生法に基づき事業者から自主回収の届出があった食品について、厚生労働省へ速やかに報告を行った。

処理件数は次のとおりである。
	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	処理件数
	１
	12
	５





[image: ]
（監視指導計画）

　食中毒等飲食に起因する危害の発生防止、違反・不良食品等の排除を図るため、大阪府食品衛生監視指導計画（監視指導計画）を策定し、食品関係施設に対する監視指導や食品の試験検査、食品衛生検査施設における検査の信頼性確保のほか、食品衛生監視員に対する研修等を実施した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　食品衛生法
食品表示法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乳及び乳製品の成分規格等に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(旧)大阪府ふぐ処理業等の規制に関する条例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律
１　監視（臨検）
　　監視指導計画に基づき、食品衛生監視員（表１）が 仕出し弁当調製施設を始めとする大量調理施設や社会福祉施設等の集団給食施設、広域流通食品製造施設等の重点監視対象施設を中心に監視（臨検）を実施し、違反・不良食品等及び施設の摘発、排除、改善に努めた（表２）。
　　また、HACCPに沿った衛生管理の取組を推進するため、食品製造施設や大量調理施設等の監視指導時、事業者対象のセミナーや個別相談会等を通じて、HACCPの普及と事業者の自主衛生管理の向上に努めた（表３）。

表１　食品衛生監視員数（令和7年3月31日現在）
	保健所
(９か所)
	食品衛生
広域監視
センター
	羽曳野
食肉衛生
検査所
	中央卸売市場
食品衛生
検査所
	食鳥検査
センター
	その他
	計

	59 
	24 
	10 
	10 
	7 
	25 
	135



表２　監視（臨検）の実施状況※
	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	営業施設数
	43,457 
	44,656
	45,841

	監視延べ施設数
	55,075 
	53,994
	53,196

	監視による
違反・不良食品等摘発数
	3 
	 
0

	 
0


	監視による
違反・不良施設摘発数
	2,349 
	
2170

	
2,131


	無許可営業摘発数
	19 
	12
	21

	無届出営業摘発数
	210 
	129
	88



表３　HACCP導入・取組支援事業の実施状況
	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	実施回数
	85
	61
	83

	受講者数
	2,482
	4,364
	7,426



２　試験検査
府内に流通する食品等の法令適合状況を監視し、違反・不良食品等の排除を図るため、試験検査を実施した（表４・表５）。
また、法令に違反する事実が認められた場合には、速やかに原因を調査するとともに、違反品の廃棄、回収等の措置を講じた。なお、違反品が府外で生産、製造、加工等が行われていた場合には、速やかに関係機関に通報した（表６）。

表４　試験検査の実施状況
	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	検査検体数
（検査項目数）
	13,570 
（65,050）
	13,886 
（77,452）
	15,402 
（79,213）

	試験検査による
違反・不良食品等摘発数
	0 
	2 
	2



表５　表４のうち地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所において実施した試験検査
	検査項目
	検体
	計画数
	実施数
	違反
摘発数

	●法令遵守状況の監視を目的とする検査

	残留農薬
	農産物、食肉、飲用乳
	226(111)
	226(121)
	1

	残留動物用医薬品
	魚介類、食肉、卵、飲用乳
	168 (21)
	168 (51)
	-

	添加物（保存料、甘味料、着色料、漂白剤、酸化防止剤、発色剤）
	輸入食品、夏期・年末に流通する食品等
	216 (63)
	216 (92)
	-

	添加物（防かび剤）
	輸入農産物（かんきつ類、バナナ等）
	27 (27)
	26 (26)
	-

	()組換え遺伝子
	ばれいしょ加工食品、とうもろこし加工食品、こめ加工食品
	18  (0)
	18  (7)
	-

	アレルギー物質
	加工食品（特定原材料含有の可能性があるもの）
	46  (9)
	46  (9)
	-

	栄養成分
	加工食品
	4  (0)
	8  (0)
	-

	理化学規格
	清涼飲料水、飲用乳等
	54  (0)
	54  (2)
	-

	食品以外の理化学規格
	器具・容器包装、おもちゃ
	73  (0)
	73 (15)
	-

	細菌規格
	液卵、食肉製品、魚介類、魚肉ねり製品、飲用乳、冷凍食品等
	338 (40)
	336 (53)
	-

	クドア
	ヒラメ
	6  (0)
	6  (3)
	-

	検査項目
	検体
	計画数
	実施数
	違反
摘発数

	●指導基準等の遵守状況の監視を目的とする検査

	大腸菌群
	水（量り売り自動販売機）
	9  (0)
	9  (0)
	-

	クロストリジウム属菌
	レトルト類似食品
	23  (0)
	23  (0)
	-

	●実態調査（食中毒対策）を目的とする検査

	腸管出血性大腸菌
	食肉、生食用野菜、漬物、チーズ、給食食材、そうざい等
	430  (0)
	429 (48)
	-

	カンピロバクター
	食肉、生食用野菜、給食食材、そうざい等
	376  (0)
	376 (46)
	-

	サルモネラ属菌
	食肉、生食用野菜、給食食材、そうざい、洋生菓子、液卵等
	428  (0)
	425 (46)
	-

	腸炎ビブリオ
	魚介類、魚介類加工品
	81  (0)
	81  (8)
	-

	リステリア
	輸入冷凍野菜
	15 (15)
	15 (15)
	-

	セレウス菌群
	おから
	8  (0)
	8  (0)
	-

	クロノバクター属菌
	乳児用調製粉乳
	9  (0)
	9  (0)
	-

	衛生指標菌（一般細菌数、大腸菌群、大腸菌、黄色ブドウ球菌）
	漬物、ゆでめん、洋生菓子、そうざい等
	195  (0)
	196  (4)
	-

	ウイルス（ﾉﾛｳｲﾙｽ、A型肝炎ｳｲﾙｽ）
	かき
	42  (0)
	42  (0)
	-

	かび毒
	輸入豆・穀類等加工品
	18 (18)
	18 (18)
	-

	動物性自然毒（ふぐ毒）
	ふぐ
	6  (0)
	6  (0)
	-

	ヒスタミン
	魚介類加工品
	18  (0)
	18  (4)
	-

	●実態調査（環境汚染物質対策）を目的とする検査

	PCB、水銀、有機スズ化合物
	魚介類、卵、飲用乳
	93 (28)
	93 (37)
	-

	計
	2,927(332)
	2,925(605)
	1


 ( )内は輸入品を再掲
表５のうち食品中に残留する農薬、動物用医薬品、環境汚染物質に係る健康危害防止対策として実施した試験検査の詳細は次のとおりである。
（１）農薬
　　ア　流通している農産物及びその加工品等に残留する農薬の検査を実施した。
　　　　188検体（国産77検体、輸入111検体）
　　イ　産地直送農産物に残留する農薬の検査を実施した。
　　　　10検体
　　ウ　食肉に残留する有機塩素系農薬の検査を実施した。
　　　　18検体（国産8検体、輸入10検体）
　　エ　飲用乳に残留する有機塩素系農薬の検査を実施した。
　　　　10検体
（２）動物用医薬品（抗菌剤、駆虫剤等）
　　　魚介類、食肉、卵及び飲用乳に残留する抗菌剤、駆虫剤等の検査を実施した。
　　　168検体（魚介類36検体、食肉69検体、卵18検体、飲用乳45検体）

（３）環境汚染物質
　　　魚介類、卵、飲用乳に残留する環境汚染物質の検査を実施した。
　　　PCB	：37検体（魚介類18検体、卵9検体、飲用乳10検体）
　　　水銀	：36検体（魚介類36検体）
　　　有機スズ化合物	：20検体（魚介類20検体）


表６　表４中の違反摘発事案の詳細
	採取月
	名称
	違反の内容
	措置状況

	7月
	大根
	食品衛生法第13条第2項違反
・ホスチアゼートを0.06ppm検出
[残留基準値：0.05ppm]
	販売者を管轄する自治体へ通報

	10月
	えび
	食品衛生法第13条第2項違反
・二酸化硫黄として0.24g/kg検出
[使用基準：0.10g/kg以上残存してはならない]
	加工者に販売しないよう指導



３　一斉取締り
（１）夏期一斉取締り
　　　夏期に多発する食中毒や食品等による事故の未然防止に努めた（7月1日～7月31日）。
ア　監視延べ施設数　　5,483施設
　　点検食品数　　9,718品目
　　　　うち違反摘発数　　食品衛生法関係：延べ262施設、279件
食品表示法関係：延べ29施設、36件
イ　試験検査検体数　　食品衛生法関係 451検体、食品表示法関係 141検体
　　　　うち違反摘発数　　1検体
（２）年末一斉取締り
　　　年末に多く流通、製造される食品等による事故の未然防止に努めた（12月2日～12月30日）。ア　監視延べ施設数　　5,003施設
        点検食品数    6,928品目
　うち違反摘発数　　食品衛生法関係：延べ188施設、195件
　　食品表示法関係：延べ30施設、47件
イ　試験検査検体数　　食品衛生法関係 344検体、食品表示法関係 133検体
うち違反摘発数　　0検体


４　庁内他課との合同監視
いわゆる健康食品による健康被害を防止し、府民の安全・安心確保を図るため、食品衛生法、食品表示法（衛生事項、保健事項）、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、健康増進法を担当する関係3課が連携し、健康食品の製造施設及び販売施設に対して監視指導を行った。
製造施設及び販売施設合わせて33施設511品目について調査したところ、11施設42品目について表示不備（疑い含む）が確認されたため、改善を指導した。


５　食品衛生検査施設における業務管理事業
　　地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所、食品衛生広域監視センター、中央卸売市場食品衛生検査所、羽曳野食肉衛生検査所及び食鳥検査センターにおける検査業務を管理するため、標準試薬等の購入、内部点検の実施、外部精度管理調査への参加、検査機器の保守点検等を実施した。

６　食品衛生監視員の研修
食品衛生監視員の資質の向上を図り、食品衛生関係業務に関する幅広い知識を習得するため、食品衛生及び食品表示に関係する法令や食中毒処理に関する内容について研修を実施した。
また、近畿食品衛生監視員研修会、全国食品衛生監視員研修会、厚生労働省主催講習会等の各種研修に出席することにより、知識の習得及び向上に努めた。

７　食品衛生広域監視センターにおける監視事業
　　広域的に流通する食品等の製造施設や大量調理施設等を重点的に、HACCPに沿った衛生管理の取組支援及び適正表示の推進に取り組んだ。
　　そのほか、食品衛生指導のための試験、検査等を行い、科学的根拠に基づいた指導や事業者からの相談対応に努め、食中毒発生時には保健所と連携を図り、調査や原因究明等に努めた。
（１）監視実施状況
　　　監視指導計画に基づき、広域流通食品製造施設や大量調理施設等の重点監視対象施設を中心に監視を実施し、事業者が作成した衛生管理計画とその実施状況を確認して助言指導を実施した。また、違反・不良食品の摘発、排除及び改善に努めた（表７）。

　　　表７　監視実施状況（延べ施設数）
	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	食品衛生法で許可を要する業種
	5,516
	5,723
	6,149

	食品衛生法で届出を要する業種※
	1,149
	1,343
	1,447

	食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に
関する法律で許可又は届出の必要な業種
	4
	3
	2

	(旧)大阪府ふぐ処理業等の規制に
関する条例で許可の必要な業種
	234
	200
	147

	計
	6,903
	7,269
	7,745


（２）危機管理対応
　　　管内で発生した食中毒疑いや違反食品事案等に対し、管轄保健所と連携し調査支援を行った。（表８）

　　　表８　対応件数
	発生月
	出動件数
	出動人員数

	４月
	1
	1

	５月
	3
	7

	６月
	0
	0

	７月
	1
	4

	８月
	0
	0

	９月
	1
	5

	10月
	3
	6

	11月
	0
	0

	12月
	4
	9

	１月
	3
	8

	２月
	5
	17

	３月
	20
	61

	計
	41
	118



（３）食中毒予防啓発
　　ア　貝毒による食中毒予防対策
　　　　通年で府内沿岸等に設置している貝毒による食中毒予防啓発の看板について、例年の貝毒発生シーズンの前に、適切に設置されていることを確認した。
　　　　令和６年度は、規制値（4MU/g）を超える麻痺性貝毒の発生はなかった。

　　イ　毒きのこによる食中毒予防対策（９月～11月）
　　　　毒キノコによる食中毒を防ぐために、食中毒予防啓発ポスターを作成した。作成したポスターは、府内の自然公園、野外活動センター等、約90か所に掲示依頼し、府民への周知啓発を行った。

　　ウ　ふぐによる食中毒予防対策（12月～２月）
　　　　釣ったふぐを自己調理することにより起こる食中毒を防ぐために、食中毒予防啓発ポスターを作成した。作成したポスターは、府内の釣り場、釣具店、漁業組合等約80か所に掲示依頼し、府民への周知啓発を行った。

（４）検査状況
　　ア　収去検査
　　　　府内の食品関連事業者が製造・調理した食品を対象として、一般細菌、大腸菌群及び黄色ブドウ球菌の収去検査を実施し、大阪府の指導指針から逸脱した食品２検体について、調理状況等を確認し、衛生指導を実施した（表９）。

　　　表９　収去検査実施検体数及び検査項目数
	
	検体数
	検査項目数
	大阪府指導指針逸脱数

	細菌検査
	73
	219
	2



　　イ　現場検査
　　　　施設のふき取りやATP検査等を実施し、施設の衛生状態を把握することで効果的な指導につなげた。
　　　　そのほか、違反が発見された食品の製造施設において原因究明のための検査を実施し、再発防止に努めた（表10）。

　　　表10　現場検査実施検体数及び検査項目数
	
	検体数
	検査項目数

	細菌検査
	205
	688

	理化学検査
	5,206
	5,206

	計
	5,411
	5,894



　　ウ　精度管理の実施
　　　　食品衛生検査施設における信頼性確保のため、内部精度管理を実施するとともに、一般財団法人食品薬品安全センター秦野研究所が行う外部精度管理調査（技能試験）に参加した。
　　　　外部精度管理調査参加項目：一般細菌数測定検査、大腸菌群検査、黄色ブドウ球菌検査、
　　　　　　　　　　　　　　　　　食品添加物検査Ⅰ（着色料）

（５）食品表示対策
　　　食品製造・流通・販売業者等の食品関連事業者に対し、食品表示法等に基づき19,571品目の表示確認を行った。その結果、延べ197件の食品表示基準違反等を発見し、食品関連事業者への指導及び関係機関への情報回付等を行った。
　　　政令市・中核市内の府域事業者に対しては、政令市・中核市の表示部局と協力して監視を行い、食品表示の適正化に努めた。

（６）衛生教育
　　　食中毒予防対策やHACCPに沿った衛生管理等について関係営業者等を対象に衛生教育を実施し、食品衛生知識の啓発に努めた。
　　　実施回数　 18回
　　　受講者数　993名

（７）調査研究
　　　令和４年度より、大規模小売店等で使用されている冷蔵ショーケースの吹き出し口（ハニカム）の清掃について啓発を実施している件について、汚染実態を把握するため、清掃方法や清掃頻度等について聞き取りを行い、また、ATP検査及びコンパクトドライを用いてハニカムの汚染度等について検証を行った。
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